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平成２１年７月２９日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号供託金還付請求権確認本訴請求事件、同年（○○）第●●

号供託金還付請求権確認反訴請求事件 

口頭弁論終結日 平成２１年６月１７日 

 

判     決 

原告（反訴被告）  Ｘ 

被告（反訴原告）  国 

 

       主     文 

１ 反訴原告（本訴被告）と反訴被告（本訴原告）との間において、別紙供託目録記

載の供託金につき、反訴原告（本訴被告）が東京都所在の訴外Ａ株式会社が有する

還付請求権について取立権を有することを確認する。 

２ 本訴原告（反訴被告）の請求を棄却する。 

３ 訴訟費用は、本訴反訴を通じて本訴原告（反訴被告）の負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 本訴 

本訴原告（反訴被告）と本訴被告（反訴原告）との間において、別紙供託目録記

載の供託金につき、本訴原告（反訴被告）が還付請求権を有することを確認する。 

２ 反訴 

主文１項と同旨 

第２ 事案の概要 

本件は、本訴原告（反訴被告、以下「原告」という。）が、Ａ株式会社（以下「Ａ」

という。）から貸金債権の弁済に代えて、Ａが建設業者５社に対して有していた工
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事請負代金債権をそれぞれ譲り受けたが、本訴被告（反訴原告、以下「被告｣という｡）

が上記各工事請負代金債権を差し押さえたことから、第三債務者である建設業者５

社が民法４９４条により供託したので、原告が、被告及びＡに対して原告が供託金

還付請求権を有していることの確認を求め（本訴）、一方、被告は、国税徴収法６

２条により、建設業者５社が民法４９４条により供託した供託金の還付請求権を差

し押さえるなどし、同法６７条１項に基づき、上記供託金の還付請求権の取立権を

取得したとして、被告が、原告に対して被告が上記供託金の還付請求権の取立権を

有することの確認を求めている（反訴）事案である。なお、Ａは原告の請求を認諾

した。 

１ 前提事実（争いがない。） 

⑴ Ａは、以下の各社（以下「訴外各社」又は「本件各第三債務者」という。） と

の間で請負契約を締結し、訴外各社に対して次のとおりの請負代金債権（以下「本

件各債権」という。）を有していた。 

ア Ｂ株式会社（以下「Ｂ」という。）に対する請負代金債権 

請負代金額  １１９３万８９８７円（平成１７年６月３０日時点、 

以下「本件債権１」という。） 

支払期日 平成１７年８月２０日 

支払場所 Ｃ信用金庫東村山支店 

イ Ｄ株式会社（以下「Ｄ」という。）に対する請負代金債権 

請負代金額 ２７１６万３６８２円（平成１７年６月３０日時点、 

以下「本件債権２」という。） 

支払期日 平成１７年７月２９日 ４７１万５８３５円 

平成１７年８月３１日 ２２４４万７８４７円 

支払場所 Ｄ住所 

ウ Ｅ株式会社（以下「Ｅ」という。）に対する請負代金債権 

請負代金額 ５０万０８５０円（平成１７年６月３０日時点、以下 
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「本件債権３」という。） 

支払期日 平成１７年７月１５日 ３１万２９００円 

平成１７年８月１５日 １８万７９５０円 

支払場所 Ｆ銀行東村山支店 

エ Ｇ株式会社（以下「Ｇ」という。）に対する請負代金債権 

請負代金額 １１２万２８００円（平成１７年６月３０日時点、工事請負代

金１１２万３５００円からＧ災害防止協力会費７００円を控

除した金額。以下「本件債権４」という。） 

支払期日 平成１７年８月２２日 

支払場所 Ｇ本店住所 

オ 株式会社Ｈ（以下「Ｈ」という。）に対する請負代金債権 

請負代金額 ７２万８１７５円（平成１７年６月３０日時点、以下「本件債

権５」という。） 

支払期日 平成１７年８月１日 

支払場所 東京都 

⑵ Ａは、平成１７年６月３０日時点で有する本件債権１ないし５を原告に譲渡

したとして、訴外各社に対し、同年７月１日、確定日付のある内容証明郵便を

もって債権譲渡の通知をした（甲２ないし６の各①、②）。 

⑶ 本件債権１ないし５には、次のとおりのいわゆる譲渡禁止の特約が付されて

いる。 

ア 本件債権１には、工事下請基本契約約款１４条において、Ｂの書面による

承諾を得た場合を除き、同基本契約及び個別契約により生ずる権利又は義務

を第三者に譲渡又は承継させてはならない旨の譲渡禁止の特約（以下「本件

特約１」という。）が付されている（乙７の①、②、８）。 

イ 本件債権２には、専門工事請負契約基本約定書４条において、Ｄの書面に

よる承諾を得た場合を除き、同契約により生ずる権利又は義務を譲渡又は承
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継させてはならない旨の譲渡禁止の特約（以下「本件特約２」という。）が

付されている（乙１０の①、②、１１）。 

ウ 本件債権３には、取引基本契約書１６条において、Ｅの書面による承諾を

得ることなく、同基本契約及び個別契約により生ずる権利又は義務を第三者

に譲渡又は承継させてはならない旨の譲渡禁止の特約（以下「本件特約３」

という。）が付されている（乙１４、１５）。 

エ 本件債権４には、Ｇ請負契約に係る注文書（乙１８の①）及び請書（乙１

８の②）の各裏面記載の工事請負契約条項１０条において、Ｇの書面による

承諾を得ることなく、同契約条項及び個別工事の契約により生ずる権利又は

義務を第三者に譲渡又は承継させてはならない旨の譲渡禁止の特約（以下「本

件特約４」という。）が付されている（乙１７、１８の①、②）。 

オ 本件債権５には、工事下請基本契約約款１３条において、Ｈの書面による

承諾を得た場合を除き、同約款及び個別契約により生ずる権利又は義務を第

三者に譲渡又は承継させてはならない旨の譲渡禁止の特約（以下「本件特約

５」という。）が付されている（乙２０の①、②、２１）。 

⑷ 東京国税局長（当初の徴収の所轄庁は、立川税務署長であったが、平成１２

年１月２１日、国税通則法４３条３項の規定に基づき、東京国税局長が徴収の

引継ぎを受け、以後、同局長が徴収の所轄庁となった。）は、Ａに対し、平成

１７年７月６日時点で、別紙租税債権目録（１）記載のとおり、既に納期限を

経過した源泉所得税等の本税、加算税及び延滞税の合計６９０６万６２１０円

（他に未確定の延滞税がある。）の租税債権を有していた（乙１）｡ 

そして、同租税債権の額は、同年８月５日時点で、別紙租税債権目録⑵記載

のとおり、合計６９０６万６２１０円（他に未確定の延滞税がある。）、同月

９日時点で、別紙租税債権目録⑶記載のとおり、合計６９０６万６２１０円（他

に未確定の延滞税がある。）、平成１８年３月８日時点で、別紙租税債権目録

⑷記載のとおり、合計７４５２万３１１０円（他に未確定の延滞税がある。）、
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平成２０年７月２日時点で、別紙租税債権目録⑸記載のとおり、合計７８３３

万６２９０円（他に未確定の延滞税がある。）となっており、さらに同月３日

以降、国税通則法及び租税特別措置法所定の延滞税が加算された額の全額が未

納となっている（乙２ないし５）。 

⑸ 立川社会保険事務所長は、平成１７年７月５日現在、別紙社会保険料債権目録

記載のとおり、既に納期限を経過した健康保険料等及び延滞金の合計９８６５万

７６３８円（他に未確定の延滞金がある。）の公課債権を有しており、さらに、

同月６日以降健康保険法、厚生年金保険法、児童手当法所定の延滞金が加算され

た金額が未納となっている（乙６）。 

⑹ 被告による本件債権１ないし５の差し押え等 

ア 被告（所管庁東京国税局長）は、平成１７年７月６日、別紙租税債権目録⑴

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、本件債権１を差

し押さえ、同日、債権差押通知書をＢに交付送達した（乙２３）。 

イ 被告（所管庁東京国税局長）は、平成１７年７月６日、別紙租税債権目録⑴

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、本件債権２を差

し押さえ、同日、債権差押通知書をＤに交付送達した（乙２４）。 

ウ 被告（所管庁東京国税局長）は、平成１７年７月６日、別紙租税債権目録⑴

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、本件債権３を差

し押さえ、同月８日、債権差押通知書をＥに送達した（乙２５、２６）。 

エ 被告（所管庁東京国税局長）は、 平成１７年８月５日、別紙租税債権目録⑵

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、本件債権４を差

し押さえ、同月８日、債権差押通知書をＧに送達した（乙２７、２８）。 

オ 被告（元所管庁立川社会保険事務所長。平成１９年１０月１日に青梅社会保

険事務所長へ変更された。）は、平成１７年７月５日、別紙社会保険料債権目

録記載の健康保険料等を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、本件債権

５を差し押さえ、同月８日、債権差押通知書をＨに送達した（乙２９、３０）
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が、青梅社会保険事務所長は、同２０年７月２日、国税徴収法７９条２項に基

づき、上記差押えを解除した（乙３１）。 

⑺ 訴外各社は、上記⑵のＡからの債権譲渡通知及び上記⑹の滞納処分による差押

通知が相次いでされたことから、平成１７年７月１５日から同年８月１９日まで

の間、本件債権１ないし５にはそれぞれ譲渡禁止の特約が付されており、譲受人

の善意悪意が不明であるため、譲渡の有効・無効が判断できず、真の債権者を確

知することができないなどとして、民法４９４条により、被供託者をＡ又は原告

とし、次のとおり本件債権１ないし５の全額を供託した（以下「本件各供託金」

という｡）。 

ア 本件債権１の供託（以下「本件供託金１」という。）（甲７、 乙３２） 

供託者  Ｂ 

供託所の表示  東京法務局武蔵野出張所（供託時） 

東京法務局府中支局（現在） 

供託年月日  平成１７年８月５日 

供託番号  平成１７年度金第●●号 

供託金額  １１９３万８９８７円 

イ 本件債権２の供託（以下「本件供託金２」という。） （甲８、乙３３） 

供託者  Ｄ 

供託所の表示  東京法務局 

供託年月日  平成１７年７月２９日 

供託番号  平成１７年度金第●●号 

供託金額  ２７１６万３６８２円 

ウ 本件債権３の供託（以下｢本件供託金３｣という｡） （甲９、乙３４） 

供託者  Ｅ 

供託所の表示  東京法務局武蔵野出張所（供託時） 

東京法務局府中支局（現在） 
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供託年月日  平成１７年７月１５日 

供託番号  平成１７年度金第●●号 

供託金額  ５０万０８５０円 

エ 本件債権４の供託（以下「本件供託金４」という。）（甲１０、乙３５） 

供託者  Ｇ 

供託所の表示  東京法務局 

供託年月日  平成１７年８月１９日 

供託番号  平成１７年度金第●●号 

供託金額  １１２万２８００円 

オ 本件債権５の供託（以下「本件供託金５」という。）（甲１１、乙３６） 

供託者  Ｈ 

供託所の表示  東京法務局 

供託年月日  平成１７年８月１日 

供託番号  平成１７年度金第●●号 

供託金額  ７２万８１７５円 

⑻ 被告による本件各供託金の還付請求権の差押え 

ア 本件供託金１の還付請求権の差押え 

被告（所管庁東京国税局長）は、平成１７年８月９日、別紙租税債権目録⑶

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、Ａが有する本件

供託金１の還付請求権を差し押さえ、同月１１日、債権差押通知を東京法務局

武蔵野出張所供託官に送達した（乙３７、３８）。 

イ 本件供託金２の還付請求権の差押え 

被告（所管庁東京国税局長）は、平成１７年８月５日、別紙租税債権目録⑵

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、Ａが有する本件

供託金２の還付請求権を差し押さえ、同月８日、債権差押通知を東京法務局供

託官に送達した（乙３９、４０）。 
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ウ 本件供託金３の還付請求権の差押え 

被告（所管庁東京国税局長）は、平成１８年３月８日、別紙租税債権目録⑷

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、Ａが有する本件

供託金３の還付請求権を差し押さえ、同月１５日、債権差押通知を東京法務局

府中支局供託官に送達した（乙４１、４２）。 

エ 本件供託金４の還付請求権の差押え 

被告（所管庁東京国税局長）は、平成１８年３月８日、別紙租税債権目録⑷

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、Ａが有する本件

供託金４の還付請求権を差し押さえ、同月１３日、債権差押通知を東京法務局

供託官に送達した（乙４３、４４）。 

オ 本件供託金５の還付請求権の差押え 

被告（所管庁東京国税局長）は、平成２０年７月２日、別紙租税債権目録⑸

記載の租税債権を徴収するため、国税徴収法６２条に基づき、Ａが有する本件

供託金５の還付請求権を差し押さえ、同日、債権差押通知を東京法務局供託官

に交付送達した（乙４５）。 

２ 争点 

⑴ 金銭消費貸借契約締結の有無とこれの弁済に代えての本件各債権の譲渡 

（原告の主張） 

原告は、Ａに対し、平成１７年３月３１日に２０００万円、同年５月２日に１

０００万円の合計３０００万円を平成１７年５月２日ないし同２２年３月２０日

を期日とする手形６０通を振り出して分割返済するとの約定で貸し付けた（以下

「本件貸付金」という。）。Ａは、平成１７年６月３０日、本件貸付金の弁済に

代えて、本件債権１ないし５を原告に譲渡した。本件貸付金が３０００万円であ

るのに、本件債権１ないし５の合計が４１４５万円であるのは、原告がＡの債務

を保証しており、いずれ原告のＡに対する求償権が生じることを見込んでいたか

らである。 
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（被告の主張） 

原告は、Ａに対し、平成１７年３月３１日に２０００万円、同年５月２日に１

０００万円をそれぞれ貸し付け、 その貸付金の弁済に代えて本件債権１ないし５

を原告に譲渡した旨主張し、その根拠として金銭貸借契約書（甲１）を提出する

が、同契約書は原告が主張する貸付日よりも後に作成されているのに、その理由

が判然としないこと、原告が主張する本件貸付金の合計額が３０００万円に対し、

本件各債権の債権額は合計４１４５万円と多額で不自然であること、貸付金の原

資等について立証がされていないなどの事情があり、これらに照らすと、原告の

主張するＡに対する３０００万円の貸付けの存在は疑わしく、それを前提とする

債権譲渡契約の存在も疑わしいものである。 

⑵ 譲渡禁止特約に反する債権譲渡の効力 

（被告の主張） 

ア 仮に、原告とＡとの間で、原告主張のとおりの貸付け及び債権譲渡の事実が

あったとしても、本件各債権については前提事実⑶記載のとおりの譲渡禁止特

約が存する。 

イ 原告は、①１級管工事施工管理技士の国家資格を有している者でその前提と

して一定の実務経験を有している（乙５９、６０）こと、② 上水道設備、 一

般土木建築工事等を目的とするＩ株式会社（以下「Ｉ」という。）及び土木建

築等の設計施工及び建物の増・改築工事を目的とする有限会社Ｊ（以下「Ｊ」

という。）の代表取締役を務めており（乙５４、５５）、Ｉは原告が本件各債

権を譲り受けたという日（平成１７年６月３０日）より前に、東京都水道局と

の工事請負契約において譲渡禁止特約のある請負契約を締結している（乙５７

の① ないし③）こと、 Ｊも原告が本件各債権を譲り受けたという日より前に

国分寺市との間で譲渡禁止特約のある工事請負契約を締結している（乙５８の

①ないし⑧）ことなどの事実に照らすと、本件各債権を譲り受けたという平成

１７年６月３０日当時、建設工事請負契約について、発注者が取引相手と締結
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する基本契約等において、債権譲渡禁止特約を付することが通例であるという

建設工事業界の実情に精通しており、本件各債権について本件各特約が付せら

れていることを知っていたというべきである。また、仮に、原告が本件各特約

の存在を知らなかったとしても、原告は上記のとおり建設工事業界の実情に精

通している者であるところ、建設工事請負契約に基づく工事請負代金債権に係

る譲渡禁止特約については、この種の業界の実情に少しでも通じた人の間には、

相当広範囲にわたり浸透しているものであり、請負工事代金を譲り受ける際に

は、 当然に譲渡禁止特約の存在に意を注ぎ、あらかじめその有無について調

査・確認すべき取引上の注意義務があるというべきであり、譲渡禁止特約の存

在を容易に知り得たにもかかわらず、その調査確認を怠ってこれに気付かなか

った場合には、重大な過失があるというべきである。特に、本件においては、

原告は、当時Ａが資金ショートの可能性にある財務状況にあることを知ってお

り、しかも３０００万円もの多額の資金を融資するに当たり不測の事態に備え

て本件各債権の譲渡を受けるというものであるから、本件各特約の存在につい

て、その存在を知っていたＡの代表取締役であるＫ（以下「Ｋ」という。）、

あるいは、本件各第三債務者に対する調査・確認を行うべきであり、本件各特

約の存在を容易に知り得たにもかかわらず、その調査・確認を怠り、漫然と本

件各特約の付された本件各債権を譲り受けたのであるから、この点からも重大

な過失があったというべきである。 

ウ 以上のように、本件各債権の原告への譲渡は、本件各特約に違反して行われ

たとともに、原告は、本件各特約の存在を知っていたか、仮に知らなかったと

しても、そのことに関して重大な過失があるから、本件各債権の譲渡はいずれ

も無効である。 

（原告の主張） 

ア 原告は、本件各債権の譲渡を受けるに当たり、Ｋから譲渡禁止の特約がある

ことについて全く知らされていなかった。また、原告は、Ａと本件各第三債務



 

11 
 

者との間の建設工事請負契約書を確認しておらず、譲渡禁止特約の存在を知る

余地がなかった。工事請負契約において債権譲渡禁止の特約を付すことが一般

的であるとはいえず、また、それが建築業界において公知の事実とまではいえ

ない（Ｉ及びＪは、主として上水道設備・空調設備のメンテナンスを行う会社

であり、主として建設揚重業を営むＡと業態も異なる。）。原告は、具体的に

発生した金銭債権であれば当然に譲渡が可能であると考えており、譲渡禁止の

特約の存在を明確には認識していなかった。ＩやＪにおいて、過去に譲渡禁止

特約を付した請負契約を締結したことはないではないが、それは主として公共

団体が相手である場合に限られる｡原告は、通常発注書と請書のみで取引を行う

ことが多く、（譲渡禁止特約を付した）契約書を作成しないのが大半である。 公

共団体を相手とした場合のように契約書まで作成することは原告の取り扱う取

引数全体からすれば非常に少なく、このため、原告は譲渡禁止の特約の存在は

全く念頭になく、当然それを認識し得なかった。原告が１級管工事施工管理技

士の国家資格を有している者でその前提として一定の実務経験を有しているか

らといって、直ちに建設工事業界の取引全般についてまでに精通しているとは

いえず、建設工事業界全体の実情に精通しているとはいえない。上記のとおり、

原告が代表取締役を務める会社においても、譲渡禁止の特約を付した契約を締

結することは稀であり、被告主張のように３０００万円という高額な貸付けで

あっても、譲渡禁止特約の存在を知る余地はなく、譲渡禁止特約について確認

することは困難であった。 

イ 以上の事情にかんがみると、原告に譲渡禁止特約の存在について調査する義

務があるとはいえず、原告がＡないし本件各第三債務者に対し譲渡禁止特約の

存在について調査・確認をしなかったとしても、そのことから直ちに原告に重

過失があったとはいえない。 

第３ 争点に対する判断 

１ 争点１（金銭消費貸借契約締結の有無とこれの弁済に代えての本件各債権の譲渡）
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について 

証拠（甲１、２ないし６の各①、②、１８、証人Ｋ、原告本人）によれば、原告

が、Ａに対し、平成１７年３月３１日に２０００万円、同年５月２日に１０００万

円の合計３０００万円を平成１７年５月２日ないし同２２年３月２０日を期日とす

る手形６０通を振り出して分割返済するとの約定で貸し付け、Ａにおいて、平成１

７年６月３０日、本件貸付金の弁済に代えて、本件債権１ないし５を原告に譲渡し

たとの事実を認めることができる。 

この点、金銭貸借契約書（甲１）が、原告が主張する貸付日（平成１７年３月３

１日）よりも後に作成されているが、この貸付けの際には契約書までは作成されな

かったため、契約書という形にしておいた方がよいとの考えから、同年５月２日の

貸付けの際に前のものと併せて契約書を作成したとの経緯がうかがわれなくもない

こと（なお、訴訟外で原告が被告（東京国税局特別整理第４部門）に送付した平成

１８年５月２３日付けの書面（乙４６）においては、「平成１７年５月には、どう

しても資金がショウトするので支援してほしいと以来（ママ）があり金額は、３０，

０００，０００との事、今までと違い多額な金額だったので、一度は断りましたが

再三の依頼に又、先の見込があるとの事であったので貸付けました。」との記載が

あるが、経緯をまとめて述べたものといえなくもない。）、原告が主張する本件貸

付金の合計額が３０００万円に対して本件各債権の債権額は合計４１４５万円と金

額に差があるが、原告がＬからの借入金１５００万円についてＡの保証人となるこ

とで発生した６１６万３１４９円の求償金とこれにつき将来発生するであろう３７

８万円の求償金（甲１５）及びＡが原告に振り出したものの不渡りとなるであろう

手形債権１２１万６５８４円（甲１６の①、②、１７の①、②）の合計１１１５万

９７３３円を本件貸付金３０００万円に加えて認識していたものとうかがわれ（た

だし、１２１万６５８４円の手形金債権は、本件借入金の弁済のために振り出され

た手形との疑いも残る。）なくもないことから、当時、原告においてＡの経営が困

難な状況にあることを認識していた（原告本人）のに３０００万円もの貸付けをし
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たり、この３０００万円の貸付けの原資について、 原告の妻が少しずつ積み立てた

金であるとする（乙４６）など不自然な点は残るものの、なお上記認定を覆すもの

ではないと考えられる。 

２ 争点２（譲渡禁止特約に反する債権譲渡の効力）について 

⑴ 原告がＡから本件債権１ないし５の譲渡を受けた平成１７年６月３０日当時、

原告が本件各特約の存在について知っていたかどうかについて検討する。 

Ｍ作成の民間建設工事標準請負契約約款に基づく契約書（乙４８、４９）、社

団法人Ｎ等制定の工事下請契約約款（乙５０、５１）などにはいずれも譲渡禁止

特約が付されており、Ｏ専務理事Ｐによれば、（ア）建設業法上の危険回避（元

請業者が下請業者が支払うべき賃金を立替払いした場合の求償金の確保）、（イ）

債権者不確知による二重払いの危険回避、（ウ）下請業者の倒産回避（債権譲渡

した下請業者に対する信用不安により、これが倒産した場合元請業者も損害を被

るおそれが出る。）などの理由により、研究会の関与した標準契約や市販の工事

請負契約書を使用せず自社専用の契約書を用いる業者であっても、ほとんどすべ

て譲渡禁止特約を付しているのが通例である（乙４７）こと、工事請負契約約款

に関する市販の解説書でも、 建設業者の間で広く用いられている工事請負契約に

は、Ｎ等によるいわゆる四会連合協定による工事請負契約約款が用いられており、

同約款をはじめほとんどの建設工事契約書に譲渡禁止特約の条項が置かれ、建設

工事請負代金の譲渡が一般的に禁止されていることは相当周知されている旨記述

されている（乙５２の５１頁及び５２頁、乙５３の１２１頁）ことにかんがみる

と、建設工事請負契約において、工事請負代金債権に譲渡禁止の特約が付されて

いることは建設業界では一般に知れていることが認められる（現に、訴外各社と

Ａとの請負契約にはすべて譲渡禁止特約が付されている。）。 

そして、原告が代表者を務めるＩ及びＪの業務は、建設業法２条に掲げる建設

工事に該当し、両社とも同法３条に規定する建設業の許可を得ている法人である

（乙５４ないし５６、５９）ところ、Ｉとの間で長年にわたり大口の取引実績が
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ある広島県所在のＱ株式会社（以下「Ｑ」という。）の代表取締役専務であるＲ

は、Ｉには、管工事を発注しているほか、主にＳの店舗の設備のメンテナンスを

発注しているとした上、債権などの譲渡禁止の条項が基本契約書に書かれている

ということは、ポンプ等の工事・修理・保守点検等を行う業界でも当たり前のこ

とであり、この業界にいれば、普通知っていることである旨供述しており（乙７

１）、現にＩとＱとの間では、譲渡禁止の特約が付された基本契約が締結されて

いる（乙６７、７１）。 さらに、Ｉ及びＪは、本件各債権を譲り受けるより前に

東京都水道局や国分寺市との間で、譲渡禁止の特約のある工事請負契約を締結し

ているほか、Ｉは、Ｑ以外にも、神戸市所在のＴ株式会社（現Ｔ株式会社）及び

大分市所在のＵ株式会社との間において、譲渡禁止特約が付された工事請負契約

を締結している（乙６７ないし７１。原告は、基本契約書は余り詳しく読まず、

どちらかというとめくら判のところがある旨供述しているが、契約の当事者ない

し経営者としてとる行動として極めて不自然･不合理であり、信用できないし、仮

にそうであれば、それだけで重過失の問題が生ずるものである。）こと、証人Ｖ

（平成１６年７月１０日から同１７年７月９日までの間東京国税局徴収部の国税

徴収官、以下「Ｖ証人」という。）の証言によれば、 平成１７年７月６日にＫと

電話で話をした際、同人が本件各債権に譲渡禁止の特約が付されていることは承

知していたが、他に方法がなかった旨答えたとの事実が認められる（Ｋは、同年

６月３０日の時点で本件各債権に譲渡禁止の特約が付されていたことは知らず、

同年７月４日になって初めて知ったもので、Ｖ証人に本件各特約について特段の

話しはしていない旨証言しているが、上記認定のとおり、建設工事請負契約にお

いて工事請負代金債権に譲渡禁止特約が付されていることは建設業界では一般に

知られていた事実であること、証言時ＫはＪの取締役、Ｉの従業員であり、原告

と密接な利害関係を有していることなどからみて、上記証言の信用性は低い。）

ことなどの事実に照らすと、原告は、Ａから本件各債権の譲渡を受ける際、これ

らに譲渡禁止の特約が付されていたことを知っていたものと認められる。 
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⑵ なお、仮に原告がＡから本件債権１ないし５の譲渡を受けた平成１７年６月３

０日当時、本件各特約の存在について知らなかったとしても、上記認定のとおり、

①建設工事請負契約において、工事請負代金債権に譲渡禁止特約が付されている

ことは、建設業界では一般に知られていた事実であること、②委託修理・保守点

検・工事請負契約においても、委託修理代金債権等に譲渡禁止特約が付されてい

ることが一般的であり、関係業界者であれば普通知っている事実であること、③

現に、原告は、公共工事のみならず民間業者との間でも、譲渡禁止特約が付され

た工事請負契約を締結した経験を有すること、④本件各債権が、訴外各社のよう

ないずれも大手建設企業に対する請負代金であり、その合計債権額は４１４５万

円に及ぶものであること、⑤Ａからの本件各債権の譲受けが、これに比較的近接

した３０００万円もの高額な貸付けに対する弁済に代えてのものであったことな

どの事情にかんがみれば、本件各債権の譲受けに際しては、これに譲渡禁止解約

が付されているかどうかを確認すべきであったものと認められる。そして、Ｋに

対して本件各債権の内容について基本契約書の提示を求めるなどの調査・確認は

原告とＫとが旧知の間柄であることなどから容易に行うことができたものと考え

られる。以上によれば、原告は、本件各債権の存在について容易に知り得たにも

かかわらず、その調査・確認を怠り、漫然と本件各特約が付された債権を譲り受

けたのであるから、著しい注意義務違反があり、悪意と同視すべきものであって、

悪意の譲受人と同様保護に値しない。 

⑶ 以上のとおり、原告は、本件各債権に譲渡禁止の特約が付されていることを知

っていたものであり、また、仮に知らなかったとしてもそのことについて重大な

過失が存するものといえるから、本件各債権の原告への譲渡は無効であり、本件

各供託金の還付請求権を有せず、一方、被告は、本件各供託金についての還付請

求権の取立権を有するものである。 

３ よって、主文のとおり判決する。 
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